
市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
千葉県富津市
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※類似団体平均を100とした

ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体

を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない

団体については グラフを表記せず レーダーチャートを破線としている
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団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし 人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

分析欄

財政力指数 ： 財政力指数は1.04と類似団体平均を大きく上回っているが、歳入の伸びによるも

のではなく、財政硬直化に伴い投資的経費が抑制されていることが大きな要因となっている。一方

で、法人市民税が減少傾向にあり、依然として厳しい財政運営が予想される。

今後も引き続き、市税徴収業務の向上により歳入確保を図る。

経常収支比率 ： 平成１２年度から財政健全化計画に基づき、人件費の削減や扶助費及び補助

金の見直し等を実施しているが、依然として財政は硬直化した状態にあり類似団体平均を上回る

93.3%となっている。第一次、第二次富津市行財政改革実施項目を継承した第三次富津市行財政

改革大綱を基に、今後も更なる事務事業の見直し等を進め、経常経費の削減を図る。

人口１人当たり人件費・物件費等決算額 ： 類似団体平均に比べ136,051円と高くなっている主な

要因は、ごみ廃棄物処理などの清掃費に係る経費が多額であることが挙げられる。平成１８年度

から、し尿処理施設を稼動し、一定の経費削減効果は図れたが、第三次富津市行財政改革大綱

に基づき その他の物件費についても見直し 節減を図る

ラスパイレス指数 ： 財政健全化計画に基づき、平成１２年度から全職員の６ヶ月昇給延伸、諸

手当等の見直し等を行い、人件費の抑制を図ってきた。今後も引き続き、市民の理解が得られる

ような適正な給与水準の確立に努める。

将来負担比率 ： 財政硬直化に伴い新たな地方債の発行が抑制されたが、主に臨時財政対策

債の発行により地方債残高は増加となっているものの、その他の将来負担額については減少して

いるため、全体の将来負担額は減っている。また、厳しい財政運営のため充当可能基金は年々減

少し、市税収入の落ち込みにより標準税収入額等合計が減少しているため類似団体平均と比べ

157.1％と高くなっている。今後は新規事業の実施等について総点検を図り、財政の健全化を図る。

実質公債費比率 ： 財政硬直化に伴い新たな地方債の発行が抑制されたことなどにより、普通

会計における公債費は低水準にあり、類似団体平均を下回る11.6％となっている。しかしながら、

依然として一部事務組合等（病院・水道・下水道）の公債費に充てるための繰出金は多額である。

人口1000人当たり職員数 ： 平成１７年４月１日から平成２２年４月１日までの定員について、新

規採用の抑制等により職員数の削減に努めながら、新地方行革指針（総務省）に掲げられている

4.6％を上回る5％の純減とし、平成２２年４月１日時点で職員数５４３人を目標としたところであるが、

現在の職員数は５１９人（平成２２年４月１日）であり、目標を上回る人員削減が図られた。今後も

適正な定員管理に努める。

に基づき、その他の物件費についても見直し、節減を図る。


